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第 23 期第５回石狩後志海区漁業調整委員会議事録 

  

１ 開 催 日 時 令和７年 11 月 28日（金） 13時 30分から 14 時 00 分まで 
 

２ 開 催 場 所 余市町浜中町 238番地 

道総研中央水産試験場 ３階大会議室 
 

３ 出 席 委 員 池 守  力 佐 藤 一 義 丹 野 雅 彦 小 西 正 之 

  小 鷹 雅 晴 奥 山  均 安 藤 孝 雄 松 尾 英 二 

  中 村 貞 夫 河 﨑 信 幸 青 塚 芳 朝 太 田  誠 

  上 山 稔 彦    
 

４ 欠 席 委 員 伊 藤 保 夫   
 

５ 臨 席 者 石狩振興局産業振興部水産課 課 長 四 氏 雅 一 

  石狩振興局産業振興部水産課 専 門 主 任 小 畑  哲 
 

  後志総合振興局産業振興部水産課 課 長 安 住 拓 郎 

  後志総合振興局産業振興部水産課 漁業管理係長 竹 嶋 寿 弥 
 

６ 事 務 局 石狩後志海区漁業調整委員会 事 務 局 長 中 山 威 尉 

  石狩後志海区漁業調整委員会 主 事 小 林 千 紗 
 

７ 議 案 事 項 議案第 1 号 いかなご・おきあみ漁業に係る委員会指示について 

議案第 2 号 後志管内さくらますライセンス制に係る委員会指示につ

いて 

議案第 3 号 特定水産資源に関する令和８管理年度における漁獲可能

量の当初配分案等について（答申） 

議案第 4 号 知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期間

等について（答申） 

  

  

 

８ 報 告 事 項 (1) 令和７年秋さけの沿岸漁獲状況等について 

(2) すけとうだら日本海北部系群に関する令和７管理年度における知

事管理漁獲可能量の変更について 

(3) するめいかに関する令和７管理年度における知事管理漁獲可能量

の変更について 

(4) くろまぐろに関する令和７管理年度における知事管理漁獲可能量

の変更について 

(5) 定置漁業権に係る資源管理の状況等の報告について 
 

９ そ の 他  

  

【議事の概要】 

中山事務局長 只今から、第 23期第５回石狩後志海区漁業調整委員会を開催致します。

開会にあたりまして、池守会長よりご挨拶申し上げます。 
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池 守 会 長 皆様ご多忙の中ご出席いただき、ありがとうございます。さらに、石狩

振興局の四氏課長、後志総合振興局の安住課長にもご出席いただきありが

とうございます。最近はさけも不漁、イカも問題が多く大変な時代になっ

てきたと思っております。これからも皆さんの力を借りながら頑張ってい

きたいと思いますので、今日はよろしくお願いいたします。 
  

中山事務局長 続いて、本日ご臨席の来賓の方々をご紹介いたします。石狩振興局四氏水

産課長です。後志総合振興局安住水産課長です。 

この後は、池守会長に会議を進行していただきます。 
  

池 守 会 長 はじめに、会議の出席人員を報告いたします。本日は、伊藤委員が所用

により欠席しております。従いまして、委員総数 14名中、出席は 13 名で

あり、過半数に達しておりますので、本日の委員会は成立しております。 

次に、議事録署名委員の指名ですが、委員会規程第７条の規定により、

私から指名させていただきます。本日の議事録署名は、松尾委員と奥山委

員にお願いいたします。 

それでは、議事に入ります。議案第１号について、上程します。事務局

より説明願います。 
  

中山事務局長 資料１をご覧ください。いかなご・おきあみ漁業に係る委員会指示に関

する議案についてです。この委員会指示は、石狩・後志沖合海域において、

共同漁業権漁業や知事許可漁業を除く、いわゆる自由漁業として、いかな

ご又はおきあみを獲ることについて、漁業法第 120 条第１項の規定に基づ

き、操業の制限を行うものです。これは資源の保護と操業秩序の維持を図

るため、昭和 54 年に初めて委員会指示を発動し、現在に至っているもので

す。 

指示内容ですが、１指示区域は、石狩後志管内の共同漁業権漁場区域内。 

２いかなご・おきあみ漁業を操業しようとする者は、委員会の承認を受け

なければならない。３承認の対象者は、前年度の実績者及び委員会が認め

る者。６操業期間は、２月１日から６月 30 日までの５ケ月間です。４ペ－

ジは承認事務取扱要領（案）。５ペ－シから 10ペ－ジは、承認申請書など

の各種様式となります。 

11 ペ－ジ、資料１の１をご覧ください。こちらは新旧対照表で、委員会

指示、事務取扱要領について、年、年月日、会長名の更新のみとなってお

ります。 

14 ペ－ジ、資料１の２をご覧ください。資料１の２は、これまでの承認

状況と漁獲状況のデータです。令和７年の承認数は、東しゃこたん漁協３

隻と古宇郡漁協４隻の合わせて７隻で、前年より３隻減となっています。

令和７年の漁獲状況については、いかなごは、13㎏の水揚げで、これらは

一本釣り漁業等の餌用として、すべて自家消費されております。おきあみ

は、出漁するも魚影が薄く操業をやめており平成 17 年を最後に水揚げの実

績はありません。こうした漁業環境ではありますが、今後の資源回復や需
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給改善が図られた場合を考慮しまして、委員会指示の発動を継続すること

が適当と考えております。説明は以上となりますので、ご審議方よろしく

お願いします。 
  

池 守 会 長  只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同   （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、「いかなご・おきあみ漁業に係る委員会指示」について、原

案どおり発動することとしてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議が無いようですので、そのように決定します。 

次に議案第２号を上程します。事務局より説明願います。 
  

中山事務局長 次に、後志管内さくらます船釣りライセンス制に係る委員会指示に関す

る議案についてご説明します。資料２をご覧ください。この委員会指示は、

後志管内沖合海域において、船舶を使用して釣漁法により、さくらますを

獲ることについて、漁業法第 120 条第１項の規定に基づき、採捕の制限を

行うものです。さくらます船釣りライセンスは、資源の保護や秩序ある漁

場利用を図るため、一定の期間、一定の海域において、さくらますの船釣

りを禁止する一方で、ライセンスを取得した者の船舶でのみ、これを行う

ことができるという制度で、平成 16年にスタートし、現在に至っているも

のです。指示内容ですが、１ペ－ジの指示事項の１では、３月１日から５

月 15 日までの間、後志管内の共同漁業権漁場区域内において、さくらます

船釣りを禁止とする。指示事項の２では、ライセンスは、遊漁専業者、遊

漁兼業者、プレジャーボート、漁業者の４区分とし、船舶毎にライセンス

の取得を必要とする。２ペ－ジの指示事項３では、ライセンス取得者の遵

守事項として、章旗の掲揚や、釣獲時間、釣果報告の提出などが定められ

ています。指示事項４では、遊漁者の遵守事項として、ライセンス取得船

への乗船や、漁具漁法の制限、１人１日 10尾以内とする釣果の制限などが

定められています。４ペ－ジは事務取扱要領（案）です。５ペ－ジはライ

センスの区分毎の章旗の形状、また、６ペ－ジ以降は申請書や釣果報告書

などの各種様式について、添付しております。 

13 ペ－ジ、資料２の１をご覧ください。資料２の１は、委員会指示や事

務取扱要領の新旧対照表です。前年からの変更点は年月日、会長名の更新

のほか、15ペ－ジに記載のとおり、章旗の形状に関し、毎年、旗の地色を

替えて、現場での混乱を招かないよう措置しております。 

16 ペ－ジ、資料２の２をご覧ください。令和７年のライセンス承認数は、

合計 279 件となり、前年よりも 24件の増加です。参考として、下段に平成

28 年以降の承認数の推移を示しておりますので、後ほどご確認願います。

17 ペ－ジは、釣獲尾数と釣行者数の状況です。令和７年の釣獲尾数は 5,200
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尾となり、前年より 3,747 尾の増加となりました。海域別に見ますと、西

積丹と東積丹の２地区で全体の 81％を占めております。釣行者数は令和 7

年は 2,619 人となり、前年より 217 人の増加となりました。海域別に見ま

すと、西積丹と東積丹の２地区で全体の 76％を占めております。18ペ－ジ

は時期別の釣獲尾数と釣行者数の状況です。釣獲尾数のピークは３月中旬

から下旬、釣行者のピークは４月上旬から４月中旬となっています。 

最後に 19ペ－ジ、資料２の３をご覧ください。小樽地区漁業協同組合長

会とライセンス制実行協議会の連名により、当委員会宛に提出された船釣

りライセンス制に関する要請書です。要請内容は、引き続き前年と同様の

内容により委員会指示の発動を求めるとういものです。この要請を踏まえ

まして、本年も、委員会指示を発動したいと考えております。説明は以上

となりますので、ご審議方よろしくお願いします。 
  

池 守 会 長  只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長  無ければ、「後志管内さくらます船釣りライセンス制に係る委員会指示」

について、原案どおり発動することとしてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、そのように決定します。 

次に議案第３号を上程します。事務局より説明願います。 
  

中山事務局長 次に議案第 3 号特定水産資源に関する令和８管理年度における漁獲可能

量の当初配分案等についてです。資料３をご覧ください。資料３は北海道

知事からの諮問文となります。漁業法第 16条第１項の規定に基づき、特定

水産資源（さんま、まあじ、まいわし太平洋系群及びかたくちいわし太平

洋系群）に関する令和８管理年度における漁獲可能量を定めたいので、同

条第２項の規定に基づき、当委員会に諮問があったものです。また、併せ

て、令和８管理年度のさんま、まいわし太平洋系群の、国の留保からの追

加配分等に伴う漁獲可能量の変更について、同条第５項において準用する

同条第２項の規定に基づき、当委員会に諮問があったものです。まず、令

和８管理年度の TAC及びその配分について、ご説明いたします。２ペ－ジ、

諮問文の別紙１に知事が定め、公表しようとする知事管理漁獲可能量案を

お示ししております。詳細につきましては、魚種ごとに順次説明して参り

ます。 

５ペ－ジ、資料３の１令和８年の TACについてをご覧願います。これは、

11 月５日に開催された水産政策審議会の資源管理分科会を経て、国から示

された、令和８管理年度における TAC の当初配分に基づき、北海道に定め

られた数量の概要などを示したものです。 

まず、さんまですが、さんまは国際交渉により我が国の漁獲可能量が定
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められており、令和７年３月の北太平洋漁業委員会年次会合でさんまの保

存管理措置が変更され、前年の TACから 10％削減することが合意されたこ

とに伴い、国全体の漁獲可能量が約 15,300 トン減の 95,623 トンとなって

おります。そのため、今年の６月に一度、令和７管理年度の漁獲可能量の

変更を行ったところでありますが、この間、北太平洋漁業委員会の会合が

行われておりませんので、この管理措置は令和８管理年度についても同様

となり、北海道には 3,900 トンが配分されております。なお、来年春に北

太平洋漁業委員会が開催予定となっており、会議で新たな保存管理措置が

採択された場合については、今年と同様に管理年度途中で配分量の変更の

可能性がある旨ご了承いただきたいと思います。 

次にまあじですが、まあじは太平洋系群と対馬暖流系群があります  

が、TAC 管理上は全国で両系群を合わせて一本の管理が行われています。

太平洋系群の MSYを達成する親魚量（目標管理基準値）は 52,000トンのと

ころ、2024 年の平均親魚量は 22,000 トンで、目標管理基準値を下回って

いる資源状態となっております。一方、対馬暖流系群の MSY を達成する親

魚量は 273,000 トンのところ、2024 年の平均親魚量は 187,000トンとこち

らも MSY を下回る資源状態となっております。令和８管理年度の TAC 配分

については、資源管理基本方針に定める漁獲シナリオにより算定された ABC

のうち、日本分の両系群の合計値 183,200 トンが、令和８年の TAC として

設定されています。また、TAC は大臣管理漁獲可能量と都道府県知事管理

漁獲可能量に配分されますが、大臣管理漁業（大中型まき網漁業）への配

分が 65,000 トン、都道府県知事管理分のうち、北海道に定める数量は、こ

れまで同様、現行水準となっています。 

続いて、まいわし太平洋系群ですが、太平洋系群の MSY を達成する親魚

量は 1,432,000トンのところ、2024年の平均親魚量は 2,699,000トンで MSY

を上回る資源状態となっております。令和８管理年度の TAC 配分について

は、資源管理基本方針に定める漁獲シナリオにより算定された ABCのうち、

661,000 トンが、令和８年の TAC として設定されています。まいわし太平

洋系群は、大臣管理漁業（大中型まき網漁業）への配分が 407,600 トン、

北海道の知事管理量は、前年より 100トン少ない 21,000 の設定となってい

ます。また、大中型まき網による北海道沖での操業では、法に基づく IQ 管

理が行われています。IQ 管理区分にはこれまで国の留保からの当初上乗せ

を行っていましたが、それを来年度からは廃止し、他の管理区分同様に留

保からの追加配分の対象とすることとしました。さらに、まさば・ごまさ

ば太平洋系群でも導入している翌管理年度との TAC の繰入ルールを運用す

ることになりました。なお、国ではマイワシの TAC の 20％132,200 トンを

留保しており、漁期中に当初配分枠を超過する恐れが生じた場合など、現

場に支障が生じないように、速やかに対応するため措置されているもので

す。 

次に、かたくちいわし太平洋系群ですが、本年１月からステップアップ

管理が開始されていますが、これは漁獲可能量による管理について、課題
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解決を図りながら段階的に順次実施するもので、ステップ１では漁獲量等

の報告の義務化や漁獲情報収集体制の確立など、ステップ２では都道府県

等へ数量配分を行い行政による数量管理や運用方法の試行を行うもので、

このステップ１と２の期間中に評価や目標設定、管理上の課題等に対して

の十分な議論を経て、ステップ３に移行し、本格的な TAC 管理をスタート

しようとするものです。漁獲可能量の説明に戻りますが、かたくちいわし

については、ステップ１の段階であり、都道府県への配分は行われないこ

とから、ここに記載される数量は大臣管理やかたくちいわし太平洋系群を

漁獲する関係県も含めた全体の数量となっております。設定方法は、漁獲

シナリオで算定された生物学的許容漁獲量(ABC)を漁獲可能量とし、

107,000 トンの内数として設定されています。 

次に、６ペ－ジ、資料３の２さんまをご覧願います。道における配分の

考え方を記載した資料です。①として、国から配分された数量を知事許可

漁業である、さんま棒受け網及び流し網を対象とする北海道さんま漁業の

管理区分とそれ以外のその他漁業の管理区分で管理します。②として、知

事許可漁業であるさんま漁業に数量配分します。③として、待網漁法であ

る定置網漁業等のその他漁業は現行水準とします。④として、配分された

3,900 トンのうち、全国さんま棒受網漁業協同組合の組合員がオホーツク

海海域で操業するための採捕枠 1,300 トンについては、全てさんま漁業に

配分します。⑤として、この 1,300 トンを控除した 2,600 トンについての

さんま漁業とその他漁業への配分については、直近３カ年の平均採捕数量

の比率により配分します。この結果、3,800 トンが、この海域のさんま漁

業への配分数量となり、北海道さんまを漁獲するその他漁業は現行水準と

しています。 

次に、７ペ－ジ、資料３の３まあじをご覧願います。まあじの配分は国

から北海道に示された数量が現行水準であるため、これまで同様現行水準」

として、海域を区分せず、全道海域一つとして管理するものです。 

次に、８ペ－ジ、資料３の４まいわしをご覧願います。国から北海道に

示された数量のうち、海域は区分せず、道東でロシア 200 海里水域さけま

す流し網漁業の代替などで行われる火光を利用する敷網試験操業へ 15,000

トン配分します。15,000 トンについては、令和７管理年度の配分実績から

算出しています。その他漁業は、道南太平洋海域の待ち網漁業（定置）で

の採捕が大半を占めることから、現行水準とし、これまで同様の取扱とな

ります。 

次に、９ペ－ジ、資料３の５かたくちいわしをご覧願います。かたくち

いわしに係る配分の考え方ですが、道内で海域は区分せず、北海道かたく

ちいわし太平洋系群漁業として管理し、国から配分のあった全量を当該漁

業に配分します。 

次に、資料が戻りますが、４ペ－ジ、別紙２をご覧下さい。さんま及び

まいわし太平洋系群に係る、国の留保からの追加配分等に伴う漁獲可能量

の変更についてです。１背景ですが、漁獲可能量の変更につきましては、
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漁業法第 16 条第５項において準用する同条第２項の規定に基づき、関係海

区漁業調整委員会の意見を聴くこととされておりますが、これまで、さん

ま及びまいわし太平洋系群の漁獲可能量の配分の変更にあたっては、操業

に影響が出ないよう配分の迅速性を確保するために、予め行政庁の恣意 

性のない機械的な追加配分の方法を定め、事前に関係海区漁業調整委員会

の意見を聴いた上で同意を得ておくことで、事後報告で対応できるとされ

てきたところです。２今後の取扱いをご覧ください。さんまの国の留保か

らの追加配分及び融通については、道方針別紙１－１の第３に基づき、全

量を北海道さんま漁業から加除することとしており、知事の裁量の余地の

ない機械的な変更であることから、迅速配分のため関係海区漁業調整委員

会には事後報告で対応させていただきたいと考えております。また、まい

わし太平洋系群の国の留保からの追加配分及び融通については、北海道資

源管理方針別紙１－３（まいわし太平洋系群）の第３において、予め定め

た方法により配分することとしておりますが、その方法は全量を北海道漁

獲可能量へ配分することとし、これについても知事の裁量の余地のない機

械的な変更であることから、引き続き、海区委員会には事後報告で対応さ

せていただきたいと考えております。 

最後に、10ペ－ジ資料３の６として令和７年と令和８年の配分量の比較

についてを添付しておりますので、後ほどお目通し願います。説明は以上

となりますので、ご審議方よろしくお願いします。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、議案第３号について、内容適当と認めてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ答申

することとします。 

次に、議案第４号を上程します。事務局より説明願います。 
  

中山事務局長 次に、議案第 4 号知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期

間等について説明いたします。資料４をご覧ください。資料４は北海道知

事からの諮問文となります。漁業法第 58条において読み替えて準用する同

法第 42条第３項及び第５項の規定に基づき、当委員会に諮問があったもの

です。漁業許可の更新の際、新規の許可として制限措置などを公示し、申

請者を募集する流れとなりますが、更新の日の約２ヶ月前までに、公示し

なければならないとなっており、これに該当する漁業許可について諮問が

あり、今回審議するものです。 

５ペ－ジ、資料４の１をご覧ください。対象となる漁業種類の一覧とな

りますが、本庁処分４種類、後志総合振興局処分４種類の計８種類となり
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ます。６ペ－ジからは公示案となります。６ペ－ジは本庁処分ほっけ固定

式刺し網漁業、７ペ－ジから８ページは本庁処分日本海海域のえびかご漁

業、９ペ－ジは本庁処分後志総合振興局管内沖合海域のえびかご漁業、10

ページは本庁処分かれい固定式刺し網漁業、11 ペ－ジは後志総合振興局な

まこ桁漁業、12ペ－ジから 13ページは後志総合振興局貝桁漁業、14ペ－

ジは後志総合振興局潜水器漁業、15 ペ－ジは後志総合振興局はえ縄漁業と

なります。制限措置の設定の基本的な考え方は、対象資源の状態や漁業調

整資源利用の観点から、原則、現行の操業区域、漁業時期、操業区域ごと

で許可されている船舶の数をもって制限措置とする考えになります。この

ため、特に（２）操業区域や（４）許可又は起業の認可をすべき船舶等の

数にあっては、更新前の許可区域、許可隻数をもって制限措置としていま

す。申請すべき期間については、公示日から１ヶ月を下らないよう設定し

ており、備考には、大臣許可で行う公示方法を参考に、許可等の有効期間、

申請書の提出先、許可等に際して付す予定の、従前の許可の制限条件に相

当する許可等の条件を記載した公示内容としています。なお、操業区域や

船舶の総トン数、漁業を営む者の資格、許可等の条件などの内容は、制限

措置等の取扱いにおいて詳細を定めることとなり、原則、現状の許可実態

を踏まえた内容で整理しており、現在許可を受けている者は、従前どおり

の操業が行えるよう定めております。参考資料として 18ペ－ジ以降に制限

措置等の取扱いを添付しておりますので、後ほどお目通し願います。 

次に 16ペ－ジ、資料４の２をご覧ください。許可等の基準ですが、新規

の許可において、公示により申請を募集した結果、公示隻数を超える申請

があり、適格性の審査を経ても、なお、公示隻数を超える場合に、当該知

事許可の状況を勘案して、許可する者をどのように決めていくのかの基準

となるものです。この基準を定める際には、関係する海区漁業調整委員会

の意見を聴かなければならないと漁業法並びに調整規則で規定されていま

す。内容については、操業実績者が優先的に許可されるよう規定されてお

りますので、詳細につきましては、後ほど、資料によりご確認願います。

道は、許可受有者の安定的・継続的な経営が最も重要と考えており、第一

に許可受有者を優先的に許可し、それでも公示枠を超える状況にあれば、

操業区域に関連する地域における漁業生産力を維持していく観点から、申

請者の住所要件と漁業経験により優先的に許可していく考えです。説明は

以上となりますので、ご審議方よろしくお願いいたします。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、議案第４号について、内容適当と認めてよろしいですか。 
  

委 員 一 同  （異議なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ答申
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することとします。  

次に、報告事項第１号について、事務局から説明願います。 
  

中山事務局長  報告事項１令和 7年秋さけ沿岸漁獲状況等について説明いたします。資

料５をご覧ください。こちらは日本海海域における秋さけ定置漁業漁獲高

の推移です。関係分のみ説明いたします。まず石狩は尾数で 129,000 尾、

前年比 42％、重量は 354 トン、前年比 42％、金額で 53,000万円、前年比

54％となっています。北後志は尾数で 52,000尾、前年比 52％、重量は 140

トン､前年比 53％、金額で 20,800万円、前年比 67％。続いて南後志は尾数

で 73,000尾、前年比 91％、重量は 186 トン、前年比 90％、金額で 25,000

万円、前年比 118％となっています。 

２ページは石狩と後志の漁獲尾数と金額をグラフにしたものですので、

後ほどお目通し願います。３ページは北海道連合海区漁業調整員会発表の

11 月 20日現在の全道の秋さけ沿岸漁獲速報ですので、後ほどお目通し願

います。４ページは日本海さけ・ます増協所管分の 11 月 20日現在、さけ・

ます親魚捕獲及び採卵状況です。捕獲数は中部・南部併せて 94,000尾で達

成率 62％、採卵数は中部・南部併せて 9,600万粒、達成率 65％、収容卵数

は中部・南部併せて、留萌と胆振からの移植卵 1,300 万粒を加えた 1,900

万粒となっています。さくらますの親魚捕獲・採卵数は、親魚捕獲数 2,572

尾で、達成率が 67％、採卵数は 2,701 千粒で、達成率が 57％でした。説明

は以上となります。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、次に、報告事項第２号から４号について、一

括で事務局から説明願います。 
  

中山事務局長 資料６をご覧ください。すけとうだら日本海北部系群に関する令和 7 管

理年度における知事管理漁獲可能量の変更についてです。すけとうだら日

本海北部系群、この後ご説明するするめいか、くろまぐろの数量管理にお

いては、海域別の配分を速やかに行うため、TAC 数量管理委員会を経て行

われる知事管理漁獲可能量の変更は、海区漁業調整委員会へ報告するもの

とされております。 

最初に、すけとうだら日本海北部系群について説明します。今回は、８

月 19 日付けの令和６管理年度の未利用分の繰越しによる変更となってお

り、北海道の知事管理漁獲可能量は 7,042トンで、北海道すけとうだら日

本海漁業へ 5,252トン、北海道すけとうだら日本海その他漁業へ現行水準、

配分されています。 

次に、資料７をご覧ください。続いて、するめいかについてです。４回

の変更が行われており、８月 21日付け、10月３日付け、11 月７日付けで

75％ルールの適用による国の留保からの追加配分、11月 11日付けで国の
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留保からの追加配分及び漁獲可能量の変更分のうち当初配分シェア等に応

じ追加配分を受けたものとなっています。これにより当初の 1,300トンか

ら８月 21日付けで 600トン、10月３日付けで 700 トン、11月７日付けで

700 トン、11 月 11 日付けで 398 トンが追加配分され、3,698トンとなって

います。 

次に、資料８をご覧ください。続いて、くろまぐろについてです。今回

は、11 月７日付けで他県（石川県）との融通により、大型魚の配分を変更

したものとなっております。11月７日付けの変更により、北海道の知事管

理漁獲可能量は、小型魚は変更ありませんが、大型魚は２トン増の 549.9

トンが配分されています。説明は以上となります。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 最終的に貰ったいかの TAC の枠は、北海道での枠なのか。全国小型いか

釣り協議会で配分された枠ではないのか。 
  

中山事務局長  北海道の枠となっている。 
  

池 守 会 長 1,000トン近く超過したから、小型いか釣り協議会から貰ったではない

か。 
  

安 住 課 長  北海道の枠である。5トン未満の小型いか釣り漁業と定置漁業の配分も

含まれている。 
  

池 守 会 長  承知した。まぐろ TAC についてだが、まぐろ委員会の運営方法を見直す

必要がある。TAC 配分量が少なすぎる。漁獲量の枠を超えたら漁獲できな

くなるのは、問題だと思う。 
  

丹 野 委 員  おかしな話だ。 
  

池 守 会 長  今後検討しなければまずい。追加配分を貰っても漁獲枠を超えるため、

獲れてもリリースしなければならない。その様なことを続ければ、犯罪者

が増えるのではないか。 
  

太 田 委 員  岩内でまぐろを獲っても、浜に揚げれない。 
  

池 守 会 長 今後の課題として検討した方が良い。質問等ありませんか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 異議がないようですので、次に、報告事項第５号について、事務局から

説明願います。 
  

中山事務局長 最後に、定置漁業権に係る資源管理の状況等の報告についてです。資料

９をご覧ください。こちらは、北海道知事からの報告文となります。漁業
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法第 90条第１項の規定により、漁業権者から知事に資源管理の状況報告が

あり、同法同条第２項の規定により当委員会に対し報告がされたものです。

報告の対象となる定置漁業権は 189件であり、報告の内容は２ペ－ジ資料

10 のとおりとなります。 

報告の内容は、漁業法施行規則第 28条第２項各号にさだめられており、

漁業権の種類は定置漁業権、免許番号は記載のとおり、報告の対象となる

期間は令和６年漁期、資源管理の取組の状況及び漁場の活用の状況につい

ては、知事が漁業権者から報告を受けた内容などから、確認した結果を記

載しております。報告の対象件数 189 件のうち、いずれも、適切に資源管

理に取り組まれていると認められ、適切かつ有効に漁場が活用されている

と認められます。説明は以上となります。 
  

池 守 会 長 只今の説明について、ご意見、ご質問ございますか。 
  

委 員 一 同  （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、これで、本日の議案はすべて終了しましたが、委員から何か

ありますか。 
  

委 員 一 同 （なしの声） 
  

池 守 会 長 無ければ、これで委員会を閉じさせていただきます。本日は、ありがと

うございました。 

 

 


